
 

 

第１４回トラック輸送における取引環境・労働時間改善 

栃木県地方協議会 

 

 

参考資料の送付について 

 

 

【 送 付 資 料 】 

 

   参考資料１：異常気象時における輸送の安全の確保について 

   参考資料２：燃料サーチャージの導入について 

参考資料３：適正な運賃収受のための荷主周知活動について  

   参考資料４：パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化の取組について  

   参考資料５：コロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急対策について  

   参考資料６：国土交通省による荷主等への働きかけについて 

   参考資料７：ホワイト物流推進運動セミナーについて 

   参考資料８：働きやすい職場認証制度について 

   参考資料９：中継輸送の普及・実用化に向けた取組みについて 

   参考資料１０：トラック運転者の改善基準告示が改正されます！ 

   参考資料１１：ＳＴＯＰ！長時間の荷待ち 

   参考資料１２：トラック運転者の長時間労働改善特別相談センターの開設について 

 



 

 

 

 

令和 4年 11月 29日 

自 動 車 局 

安 全 政 策 課 

貨 物 課 

審 査 ・リコール課 

整 備 課 

    

自動車局での大雪時の大型車立ち往生防止対策について 

～今冬の立ち往生の発生を抑止するために～ 

  

 

① 自動車ユーザーの皆様へ 

 積雪・凍結路では、必ず適切な冬用タイヤの装着をお願いします。 

 また、運行前に冬用タイヤの溝深さが新品時の５０％以上残っていることを、「プラット

ホーム」で確認をお願いします。 

 チェーンの携行、立ち往生する前の早めの装着をお願いします。 

 

② トラック・バス運送事業者の皆様へ 

 年末年始の輸送等に関する安全総点検※の実施項目「６．大雪に対する輸送の安全確

保の実施状況」について、重点的に確認をお願いします。 

 運送事業者は、大雪時等輸送の安全の確保に支障を生ずるおそれがあるときは、運

行の中止等の指示、冬用タイヤの溝の深さ、滑り止めの措置が講じられていることの

確認等、輸送の安全を確保するために必要な措置を講じることが必要です。 

 雪道において、悪質な立ち往生事例が発生した場合は、監査で事実関係を確認した上

で、講じた措置が不十分と判断されれば行政処分の対象となります。 

※ https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000003.html 

 

③ 荷主の皆様へ 

 大雪などの異常気象による突発的な事象により、運送経路の変更や運送の中止など

の必要が生じ、その原因となった事象がやむを得ないと認められる場合には、運送経

路の変更等を認めるよう、ご協力をお願いします。 

 大雪などの異常気象により、運送に支障を来すことが予め予想される場合には、配送

 自動車局では、本年も、①車両対策（冬用タイヤの装着やチェーンの携行・装着の徹底）、

②運送事業者対策（輸送の安全を確保するために必要な措置の実施、運輸局による指導・

監査）、③荷主対策（荷主への周知体制の確立）を３つの柱とする大雪時の立ち往生防止

対策を実施しています。 

 運送事業者や自動車使用者の皆様におかれましては、改めて下記注意点をご確認の上

で、冬期の走行に万全を期して頂きますようよろしくお願いいたします。 

-
テキストボックス
 参考資料１




 

 

拠点に留置する在庫の積み増しや、予定されていた配送時間の前倒し、運送可能域

内での物資の融通を行うことにより、トラック事業者への不要不急の運送依頼を控えて

いただきますよう、ご協力をお願いします。 

 

（その他）気象情報の活用 

 気象庁 HPの「今後の雪」も活用のうえで、事前に天気予報をご確認ください。 

https://www.jma.go.jp/bosai/snow/ 

 

【添付資料】 

・【別紙１】『雪道での立ち往生に注意！』（パンフレット） 

・【別紙２】『冬用タイヤの溝深さに注意！』（チラシ） 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】 

（①関係） 

審査・リコール課 菊池、山下、杉山 

代表：03-5253-8111 （内線：42352、42363） 

直通：03-5253-8594 

FAX：03-5253-1640 

整備課 藤墳、森山、渡部 

代表：03-5253-8111 (内線：42412)  

直通：03-5253-8599 

FAX：03-5253-1639 

（②関係） 

安全政策課 宮坂、小西 

代表：03-5253-8111 （内線：41613） 

直通：03-5253-8565 

FAX：03-5253-1636 

（③関係） 

貨物課 宮屋敷、佐藤 

代表：03-5253-8111 （内線：41332） 

直通：03-5253-8575 

FAX：03-5253-1637 



道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止め
を引き起こします。

積雪・凍結路では、必ず適切な冬用タイヤを装着するととも
に、チェーンの携行・早めの装着を心掛けてください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、
講じた措置が不十分と判断されれば処分の対象となります。



冬用タイヤの選び方

冬用タイヤの使用限度

残り溝深さが「プラットホーム」に達している
状態。冬用タイヤとして使用できません。

プラットホーム

オールシーズンタイヤは、ちらつく程度の降雪で路面と一部
接触可能な積雪状況を想定したタイヤです。

路面を覆うほどの過酷な積雪路・凍結路においては、スタッ
ドレス表記(国内表記)又はスノーフレークマーク(国際表記)
が表示されている冬用タイヤを全車輪に装着してください。

溝深さが50%以上残っていることを「プラットホーム」で
確認しましょう。（一部海外メーカー品は除く）

スタッドレス表記の例 スノーフレークマーク
タイヤの側面に表示
されています。



チェーンの効果

チェーンの携行・装着

チェーンを駆動輪に装着すると、冬用タイヤより積雪・凍結
路での発進・登坂性能が向上します。

チェーンのサイズや締め方が不適切な場合、タイヤとの間で
滑りが生じ効果が得られません。

大雪警報が発表されるなど相当量の積雪が見込まれる場合等
にはチェーンを携行してください。

降雪時には、立ち往生する前に早めのチェーン装着を心掛け
ましょう。立ち往生した後の装着は極めて困難です。

大型車用金属チェーン

性能限界

冬用タイヤ及びチェーンのいずれも性能限界があり、万能で
はありません。例えば、車両のバンパーに接触するような新
雪の深い積雪路では走行困難です。

運行前に道路・気象情報を確認し、運行の可否や経路を検討
してください。



立ち往生が発生しやすい車両

二軸駆動車に比べて駆動軸が
空転しやすい。

トレーラー付近の積雪により
走行抵抗が増大。

駆動軸に十分な荷重がかから
ず、発進性能が低下。

トラクションコントロール※

等の機能が搭載されていない。

空

「自動車を安全に使うためには」→

自動車を安全に使うための注意点を発信
しています。

以下の特徴を持つ車両は、積雪路等において特に立ち往生が
発生しやすい傾向にあるので注意が必要です。

←駆動軸

後前一軸駆動車

後一軸駆動車

←駆動軸 ←駆動軸

←駆動軸

※発進時等に駆動輪の回転を制御し空転を低減する装置

電話番号：03-5253-8111（内線：42363）
03-5253-8594（直通）



全日本トラック協会 雪道対策→

道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止め
を引き起こします。積雪・凍結道路においては、必ず適切な
冬用タイヤを装着するなど適切な措置を講じてください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、
講じた措置が不十分と判断されれば処分の対象となります。

⇒ 冬用タイヤは全車輪に装着しないと挙動が安定しません。

積雪・凍結道路では、冬用タイヤを全車輪に装着

冬用タイヤの溝深さが新品時の50%以上あることを確認

⇒ 溝深さ50%を示す「プラットホーム」で、運行前に必
ず確認してください。（一部海外メーカー品は除く）

積雪・凍結道路での運行前に、運転上の注意点を把握

⇒ 積雪・凍結道路においては、
・低速ギアでゆっくり発進
・坂道を登り終わるまでギアチェンジしない
など、運転操作の注意が必要です。

一般社団法人
日本自動車タイヤ協会→



プラットホームとは？

運転上の注意点

①低速ギアでゆっくり発進し、タイヤを空転させない。

②急坂道では登り終わるまで低速ギアを使用し、ギヤチェンジしない。

③急発進、急加速、急旋回及び急停止は避ける。柔らかくブレーキ。

④カーブに入る前に減速する。速度は控えめ。十分な車間距離。

⑤冬用タイヤの性能には限界があるので、運転時は細心の注意を払う。

⑥冬用タイヤを乾燥路や湿潤路で使用する場合は走行速度に注意する。

残り溝深さが「プラットホーム」に達している
状態。冬用タイヤとして使用できません。

プラットホーム
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国内輸送の92％を担うトラック輸送はいま最大の危機！
各社の事業継続につながる問題です

適正な運賃・料金の収受
燃料サーチャージへの
ご理解をお願いいたします

燃料価格
高 騰

2024年問題
時間外労働の上限規制
年960時間への対応

2023年4月から
月60時間超

割増賃金率50％への
引き上げの対応

-
テキストボックス
 参考資料２




安定的な輸送を確保するためには

標準的な運賃と燃料サーチャージ等
適正な運賃・料金の収受が必要です

安定的な輸送を確保するためには

標準的な運賃と燃料サーチャージ等
適正な運賃・料金の収受が必要です

燃料サーチャージとは
燃料サーチャージとは、燃料等の価格の上昇・下落による
コストの増減分を別建ての運賃として設定する制度です。

軽油価格の推移と燃料サーチャージの考え方

標準的な運賃

輸送コスト 燃料価格

燃料サーチャージ 価格変動

通常価格
燃料費

高騰！

「標準的な運賃」の詳細は、
こちらをご確認ください。

「標準的な運賃」では、
軽油の基準価格は100円/ℓ
に設定されており、それを上回ると
燃料サーチャージが必要となります。

単位 円 /ℓ

（出所）全日本トラック協会　軽油価格調査　スタンド価格
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燃料費の上昇分の負担を拒むと
法令違反となるおそれがあります！！
運送委託者が運送事業者から燃料費等の上昇コストを運賃・料金に反映する

ことを求められたにもかかわらず、運賃・料金を不当に据え置くことは、下

請法・独占禁止法に違反する恐れがあります。

また、貨物自動車運送事業法による荷主等に対する「働きかけ」「要請」
「勧告・公表」の対象になります。

こんな取引を目指しませんか？
●　運送事業者と定期的に協議し、運賃・料金を見直しましょう。
●　急激な燃料価格上昇など突発的な事態に際しては、随時協議により運賃・料金
を見直しましょう。

国土交通省告示「標準的な運賃」　関東運輸局　距離別運賃による大型車の計算例

※注　標準的な運賃の通達では、基準価格 100 円 ~105 円は「算出上の燃料価格上昇額」が 2.5 円とされています。以降価格
が5円上昇するごとに「算出上の燃料価格上昇額」も5円上昇するよう規定されています。そのため、20円上昇の場合は、
「算出上の燃料価格上昇額」は 17.5 円となります。

・走行距離：1,100km（東京 ~福岡間）〈標準的な運賃　316,590 円〉
・燃　　費：3.3km/ℓ
・燃料価格上昇額を仮に 20 円上昇とすると→算出上の燃料価格上昇額 17.5 円（※注）

前提
条件

標準的な運賃　燃料サーチャージ計算例

燃料サーチャージの導入要請が
あったにもかかわらず、
協議を拒んでいませんか？

燃料費の上昇を踏まえた
運賃・料金の見直しの協議を
拒んでいませんか？

国土交通省
「燃料サーチャージガイドライン」

国土交通省
「標準的な運賃　燃料サーチャージについて」

計算式
5,834円

（標準的な運賃の約 2％）
＝＝

÷

÷

×

× 17.5（円/ℓ）

算出上の燃料価格上昇額（円/ℓ）燃費（km/ℓ）

3.3（km/ℓ）1,100（km）

走行距離（km）



ご不明な点は各地の相談窓口へ
国土交通省では、適切な運賃・料金の収受について、トラック事業者からの疑問・
相談について、各地方運輸局、各地方運輸支局の相談窓口を設けております。

国土交通省　トラック輸送適正取引相談窓口

本内容について、トラック輸送の取引条件を取り決めする部署に回付し、周知をお願いいたします。

〒160-0004　東京都新宿区四谷三丁目2番地5号
TEL：03-3354-1009（代表） FAX：03-3354-1019

担当部局 担当部課 運輸支局担当部署 電話番号
自動車局 貨物課 03-5253-8575

北海道運輸局

自動車交通部 貨物課 011-290-2743
札幌運輸支局 輸送・監査部門 011-731-7167
函館運輸支局 輸送・監査部門 0138-49-8863
旭川運輸支局 輸送・監査部門 0166-51-5272
室蘭運輸支局 輸送・監査部門 0143-44-3012
釧路運輸支局 輸送・監査部門 0154-51-2514
帯広運輸支局 企画輸送・監査部門 0155-33-3286
北見運輸支局 企画輸送・監査部門 0157-24-7631

東北運輸局

自動車交通部 貨物課 022-791-7531

宮城運輸支局 輸送・監査部門 022-235-2517
（ガイダンス番号:3）

福島運輸支局 輸送・監査部門 024-546-0345
（ガイダンス番号:3）

岩手運輸支局 輸送・監査部門 019-638-2154
（ガイダンス番号:3）

青森運輸支局 輸送・監査部門 017-739-1502

山形運輸支局 輸送・監査部門 023-686-4711
（ガイダンス番号:3）

秋田運輸支局 輸送・監査部門 018-863-5811
（ガイダンス番号:3）

関東運輸局

自動車交通部 貨物課 045-211-7248

東京運輸支局 輸送部門 03-3458-9231
（ガイダンス番号:1）

神奈川運輸支局 輸送部門 045-939-6800
（ガイダンス番号:1）

埼玉運輸支局 輸送部門 048-624-1835
（ガイダンス番号:3）

群馬運輸支局 企画輸送・監査部門 027-263-4440
（ガイダンス番号:1）

千葉運輸支局 輸送部門 043-242-7336
（ガイダンス番号:2）

輸送部門 029-247-5348
（ガイダンス番号:1）

栃木運輸支局 企画輸送・監査部門 028-658-7011
山梨運輸支局 企画輸送・監査部門 055-261-0880

北陸信越運輸局

自動車交通部 貨物課 025-285-9154
新潟運輸支局 輸送・監査部門 025-285-3124
長野運輸支局 輸送・監査部門 026-243-4642

石川運輸支局 輸送・監査部門 076-208-6000
（ガイダンス番号:1）

富山運輸支局 輸送・監査部門 076-423-0893

中部運輸局

自動車交通部 貨物課 052-952-8037
愛知運輸支局 輸送・監査部門 052-351-5312
静岡運輸支局 輸送・監査部門 054-261-1191
岐阜運輸支局 輸送・監査部門 058-279-3714
三重運輸支局 輸送・監査部門 059-234-8411
福井運輸支局 輸送・監査部門 0776-34-1602

担当部局 担当部課 運輸支局担当部署 電話番号

近畿運輸局

自動車交通部 貨物課 06-6949-6447
大阪運輸支局 輸送部門 072-822-6733
京都運輸支局 輸送・監査部門 075-681-9765

奈良運輸支局 企画輸送・監査部門 0743-59-2151
（ガイダンス番号:4）

滋賀運輸支局 企画輸送・監査部門 077-585-7253
和歌山運輸支局 輸送・監査部門 073-422-2138

神戸運輸監理部 兵庫陸運部 輸送部門 078-453-1104

中国運輸局

自動車交通部 貨物課 082-228-3438
広島運輸支局 輸送・監査部門 082-233-9167
鳥取運輸支局 輸送・監査部門 0857-22-4120
島根運輸支局 輸送・監査部門 0852-37-1311
岡山運輸支局 輸送・監査部門 086-286-8122
山口運輸支局 輸送・監査部門 083-922-5336

四国運輸局

自動車交通部 貨物課 087-802-6773

香川運輸支局 企画観光・輸送・
監査部門 087-882-1357

徳島運輸支局 輸送・監査部門 088-641-4811
愛媛運輸支局 輸送・監査部門 089-956-1563
高知運輸支局 輸送・監査部門 088-866-7311

九州運輸局

自動車交通部 貨物課 092-472-2528

福岡運輸支局 輸送部門 092-673-1191
（ガイダンス番号:2）

佐賀運輸支局 企画輸送・監査部門 0952-30-7271
（ガイダンス番号:1）

長崎運輸支局 輸送・監査部門 095-839-4747
（ガイダンス番号:2）

熊本運輸支局 輸送・監査部門 096-369-3155
（ガイダンス番号:3）

大分運輸支局 輸送・監査部門 097-558-2107
（ガイダンス番号:3）

宮崎運輸支局 輸送・監査部門 0985-51-3952
（ガイダンス番号:2）

鹿児島運輸支局 輸送・監査部門 099-261-9192
（ガイダンス番号:3）

沖縄総合事務局
運輸部 陸上交通課 098-866-1836
陸運事務所 輸送部門 098-877-5140
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パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化の取組について 

 

 令和３年 12 月 27 日  

閣 議 了 解 

 

 

成長と分配の好循環を目指す中、来春の賃上げの労使交渉では、自社の支払能

力を踏まえ、最大限の賃上げが期待される。他方で、新型コロナウイルス感染症

の影響を受け、製造業などはコロナ前の水準又はそれ以上に回復する一方、悪影

響が続いている業種もあり、業績回復に差が生じている。中小企業等が賃上げの

原資を確保できるよう、取引事業者全体のパートナーシップにより、労務費、原

材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できる環境を整備するため、閣

議了解を行い、政府一体となって下記により対応する。 

 

記 

 

１ 事業所管大臣は、関係する事業者団体に対して別紙１のとおり、要請を行う

こととする。 

 

２ 内閣官房、消費者庁、厚生労働省、経済産業省、国土交通省及び公正取引委

員会は、別紙２のとおり合意した「パートナーシップによる価値創造のための

転嫁円滑化施策パッケージ」に従い、取組を開始し、その実施状況についてフ

ォローアップを行うこととする。 

-
テキストボックス
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（別紙１） 

 
パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化に関する 

事業者団体に対する要請 

 

 

政府は、新しい資本主義の考え方に基づき、成長と分配の好循環の形成に取り組んでいま

す。新しい資本主義の考え方では、企業は、株主だけでなく、従業員、地域社会、そして取引

事業者といった多様なステークホルダーの利益を考慮するとの考え方を採ります。我が国企業

の持続的成長を図るためには、取引先とのパートナーシップの構築を進めることで、取引事業

者全体により、企業価値を最大化することが重要であり、長期的に株主に還元を行うことが可

能となると考えています。 

このような趣旨に鑑み、取引先との取引の在り方について、会員企業に対して、下記の点に

ついて周知されるよう要請します。 

 

１ 直接の取引先やその先の取引先も含めた、取引事業者全体での付加価値の向上に取り組

み、取引先とのパートナーシップの構築を目指していただきたいこと。 

 

２ 親事業者と下請事業者との取引慣行について、取引先とのパートナーシップ構築の妨げと

なる取引慣行や商慣行の是正に取り組んでいただきたいこと。 

 

３ 取引対価の決定にあたっては、下請事業者から協議の申入れがあった場合には、労務費等

の上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適正な利益を含むよう、十分に協議に応じてい

ただくこと。 

 

４ 下請代金は可能な限り現金で支払っていただくこと。手形で支払う場合には、割引料等を

下請事業者の負担とせず、支払サイトを 60 日以内とするよう努めていただくこと。 

 

５ 知的財産・ノウハウについては片務的な秘密保持契約の締結、取引上の立場を通じたノウ

ハウの開示や知的財産権の無償譲渡などは求めないこと。 

 

６ 取引先も働き方改革に対応できるよう、下請事業者に対して、適正なコスト負担を伴わな

い短納期発注や急な仕様変更は行わないこと。 

 

なお、政府としては、取引事業者全体のパートナーシップにより、適正な転嫁を進める環境

整備を図るため、春闘に向けた期間である毎年１月から３月を「転嫁対策に向けた集中取組期

間」と定めることとしました。また、「パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施

策パッケージ」を決定し、取組を開始するとともにフォローアップしていくこととしました。

あわせて、会員企業に対して周知をお願いします。また、現在、4,000 社を超える企業がパート

ナーシップ構築宣言を宣言しています。会員企業に対して、制度の周知をお願いします。 



（別紙２） 
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パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ 

 

令和３年 12 月 27 日 

内 閣 官 房 

（新しい資本主義実現本部事務局） 

消 費 者 庁 

厚 生 労 働 省 

経 済 産 業 省 

国 土 交 通 省 

公 正 取 引 委 員 会 

 

 

 現在、原油価格がおよそ７年ぶりの水準まで値上がりしており、最近の円安の進展も相ま

って、原油をはじめとするエネルギーコストや原材料価格の上昇が懸念される。 

 中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、生産性向上に取り組む中小企業を事業再構

築補助金等により支援していくことに併せて、取引事業者全体のパートナーシップにより、

労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できることは重要である。 

 政府としては、以下の新たな取組を開始し、フォローアップしていくことを通じて、転嫁

対策に全力で取り組んでいく。 

 

 

１．政府横断的な転嫁対策の枠組みの創設【内閣官房】 

中小企業等が労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できるようにし、

賃金引上げの環境を整備するため、毎年１月から３月までを「転嫁対策に向けた集中取組期

間」（以下「集中取組期間」という。）と定め、政府を挙げて、強力に取組を進めていく。 

 

 

２．価格転嫁円滑化に向けた法執行の強化 

（１）価格転嫁円滑化スキームの創設【公正取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁】 

 業種別の法遵守状況の点検を行う新たな仕組みを創設する。この新しい仕組みにおいて

は、公正取引委員会・中小企業庁が事業所管省庁と連携を図り、事業者について、①関

係省庁から情報提供や要請、②下請事業者が匿名で、「買いたたき」などの違反行為を行

っていると疑われる親事業者に関する情報を公正取引委員会・中小企業庁に提供できる

ホームページの設置（「違反行為情報提供フォーム」）を通じて、広範囲に情報提供を受

け付ける。このため、価格転嫁に関する関係省庁連絡会議を内閣官房に設置する。 

 今年度末までに把握した情報に基づき、来年６月までに、事例、実績、業種別状況等に

ついて公正取引委員会・中小企業庁が報告書を取りまとめ、公表する。これにより、問

題点を明らかにするとともに、法違反が多く認められる業種については、公正取引委員
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会・中小企業庁と事業所管省庁が連名で、事業者団体に対して、傘下企業において法遵

守状況の自主点検を行うよう要請を行う。 

 また、公正取引委員会、中小企業庁は、これらの情報に基づき、労務費、原材料費、エ

ネルギーコストの上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生していると見込まれる業種

について、重点立入業種として、毎年３業種ずつ対象を定めて、立入調査を行う。 

 

（２）独占禁止法の適用の明確化【公正取引委員会】 

 下請代金支払遅延等防止法（昭和 31 年法律第 120 号。以下「下請代金法」という。）の

適用対象とならない取引（※）についても、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇

を取引価格に反映しない取引は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和 22 年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）の「優越的地位の濫用」に該当する

おそれがあることを公正取引委員会は明確化し、周知徹底する。 

（※）資本金要件を満たさない取引（例：資本金２億円の企業と資本金 1,500 万円の企業の取引）

や、売買などの委託以外の取引、自家使用する役務を委託する取引（「事業者が業として行う

提供の目的たる役務の提供」の委託） 

 

（３）独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関する緊急調査及び法執行の強化【公正取引委

員会・事業所管省庁】 

 独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関して、労務費、原材料費、エネルギーコスト

の上昇分の転嫁拒否が疑われる事案が発生していると見込まれる業種について、これま

では荷主と物流事業者との取引のみ調査を行っていたが、今年度内に対象業種を追加的

に選定し、来年度に緊急調査を公正取引委員会において、実施する（「買いたたき」の指導

実績が多い道路貨物運送業のほか、関係省庁からの情報提供や要請、令和３年９月に実施した取組の

フォローアップ調査の結果を踏まえて選定）。調査結果については、報告書を取りまとめ、公

表する。また、公正取引委員会が取引価格への転嫁拒否が疑われる事案について、立入

調査を行う。さらに、関係する事業者に対し、具体的な懸念事項を明示した文書を送付

する。 

 

（４）下請代金法上の「買いたたき」に対する対応 

①下請代金法上の「買いたたき」の解釈の明確化【公正取引委員会】 

 労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を取引価格に反映しない取引は、下請代金

法上の「買いたたき」に該当するおそれがあることを、公正取引委員会は以下の方向で

明確化する。 

- 労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要

性について、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりの取引

価格に据え置くこと。 

- 労務費、原材料費、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、下請事業者が取引

価格の引上げを求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を文書や電子メールな
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どで下請事業者に回答することなく、従来どおりの取引価格に据え置くこと。 

 「買いたたき」を含む下請代金法上の解釈に関する相談対応の強化を図るため、下請代

金法に関する相談を受け付ける公正取引委員会の「不当なしわ寄せに関する下請相談窓

口」のフリーダイヤル（0120－060－110）の更なる周知徹底を行う。 

 

②下請代金法上の「買いたたき」に対する取締り強化【公正取引委員会・中小企業庁】 

 親事業者への立入調査の件数を増やすなど、取締りを強化するとともに、再発防止が不

十分な事業者に対しては、取締役会決議を経た上で、改善報告書の提出を求める（※現

在は法律に基づく勧告事案のみに要求）。 

 

③下請取引の監督強化のための情報システムの構築【公正取引委員会】 

 下請代金法上の違反行為を行っているおそれが強い事業者を抽出し、優先的に調査する

ため、書面調査の回答（30 万件程度実施）に加えて、過去に実施した指導や勧告につい

ての情報、関係省庁が提供する情報、窓口への申告情報などを一元的に管理できる情報

システムを公正取引委員会に新たに構築する。 

 

（５）下請中小企業振興法に基づく対応【中小企業庁】 

 毎年 1月から３月までの「集中取組期間」において、政府で設置している中小企業から

の相談窓口（下請かけこみ寺、原油価格上昇に関する特別相談窓口）における価格転嫁

に関する相談をもとに、下請Ｇメンによるヒアリングを実施し、下請中小企業振興法（昭

和 45 年法律第 145 号）に基づく振興基準に照らし、親事業者による価格転嫁の協議へ

の対応状況を詳細に把握し、その結果を公表する。 

 

（６）取引適正化のための業種別ガイドラインの拡大【中小企業庁・事業所管省庁】 

 食品製造業者・小売業者間における適正取引推進ガイドラインを新たに策定する。 

 下請Ｇメンによる調査の分析結果等を各事業所管大臣に共有し、取引適正化のための業

種別ガイドラインの策定業種を拡大する。 

 

 

３．労働基準監督機関における対応 

（１）最低賃金・賃金支払の徹底と賃金引上げに向けた環境整備【厚生労働省】 

 最低賃金違反や賃金・残業代の不払が疑われる事業場に対して、労働基準監督機関（都

道府県労働局・労働基準監督署）が監督指導を実施し、是正を図る。このため、毎年１

月から３月までの「集中取組期間」において、最低賃金の遵守徹底を図り、賃金の引上

げについて検討がなされるよう、賃金引上げや転嫁対策関連の施策の紹介を行う。 

 賃金不払をはじめとした基本的な労働条件の履行確保を図るため、労働基準監督機関に

よる定期監督（年間 10 万事業場以上に実施）において、賃金引上げの意向や労働条件

の改善状況を確認するとともに、労使において賃金の引上げを行うとの取決めを行った



 

 

4 

 

にもかかわらず、賃金支払が履行されず、労働基準監督機関による度重なる指導でも是

正しない事業場や、定期賃金や割増賃金を適切に支払わず、同様の法違反が繰り返され

る事業場については、司法処分（※）を含め厳正に対応する。 

（※）事業主が労働基準関係法令に違反し、これが重大または悪質な場合に、労働基準監督官が刑

事訴訟法（昭和 23 年法律第 131 号）に基づく司法警察員として捜査を行い、検察庁に送検す

ること。 

 

（２）労働基準監督署からの通報制度の拡充【厚生労働省】 

 労働基準監督機関が事業所に立入検査・監督指導（臨検監督）を実施した際に、労働基

準関係法令違反が認められなくても、賃金引上げの阻害要因として「買いたたき」等が

疑われる事案については、労働基準監督機関から公正取引委員会や中小企業庁、国土交

通省に通報する。 

 

 

４．公共調達における労務費等の上昇への対応【デジタル庁・経済産業省・厚生労働省等】 

 来年度から新たに、賃上げを積極的に行う企業（※）の申請に対する加点を実施する。 

（※）大企業であれば給与等受給者一人当たりの平均受給額を前年度比３％増、中小企業であれば

給与総額 1.5％増 

 情報システムやビルメンテナンス等の公共調達において、労務費、原材料費、エネルギ

ーコスト等の上昇分を反映した調達価格となるよう、公共工事における公共工事設計労

務単価制度を参考に、調達の対象となる資産・サービス毎に、デジタル庁と業種を所管

する省庁などが連携して、発注者として標準単価を設定し、これに基づく公共調達を行

うことを検討する。特に、情報システムの公共調達においては、契約単価のデータベー

ス化等により、再委託・再々委託先も含めた賃金の適正化等に向けて取り組む。 

 

 

５．公共工事品質確保法等に基づく対応の強化 

（１）公共工事品質確保法等の趣旨の徹底【国土交通省】 

 公共工事の発注者（地方整備局、都道府県、市町村、地方公社等）に対し、労務費、原

材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期

の確保について、契約後の状況に応じた必要な契約変更の実施も含め、公共工事の品質

確保の促進に関する法律（平成 17 年法律第 18 号）の趣旨を踏まえて対応を図るよう、

周知する。 

 公共工事のみでなく、民間発注者に対しても、同様の適正な請負単価の設定や適正な工

期の確保を求めるとともに、毎年１月から３月までの「集中取組期間」において、国土

交通省が請負代金や工期などの契約締結の状況についてのモニタリング調査等を実施

する。 
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（２）貨物自動車運送事業法、内航海運業法に基づく対応の強化【国土交通省】 

 トラック運送業について、燃料サーチャージの導入等を通じて燃料価格上昇分が適切に

運賃に反映されるよう、荷主企業等に協力を求めるとともに、貨物自動車運送事業法（平

成元年法律第 83 号）に基づく標準的な運賃の導入を促す。国土交通省本省、地方運輸

局等に相談窓口を設置する。荷主への働きかけ、要請、勧告・公表など同法に基づく法

的対応を強化する。 

 内航海運業について、荷主企業等に燃料価格上昇分の運賃への反映について協力を求め

るとともに、相談窓口を設置し、来年４月から施行される改正後の内航海運業法（昭和

27 年法律第 151 号）に基づき、対応が不適切な荷主への勧告・公表を実施する。 

 

 

６．景品表示法上の対応【消費者庁】 

 ①「期間限定価格」等と記載し、表示された期間内に限り安い価格で販売しているかの

ように表示しているが、実際には表示された期間後も同じ価格で販売していること、 

②「追加料金不要」等と記載し、オプションサービスを追加した場合であっても追加料

金が発生しないかのように表示しているが、実際には追加料金が発生する場合があるこ

と、 

③店頭看板等において誰でも表示された安い価格で購入できるかのように表示してい

るが、実際には表示された価格で購入できるのは有料会員のみであること、 

など、一般消費者に対して、実際のものよりも著しく有利であると誤認される表示につ

いては、有利誤認表示として不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第 134 号）

上問題となることを周知徹底する。 

 

 

７．大企業とスタートアップとの取引に関する調査の実施と厳正な対処【公正取引委員会】 

 「スタートアップとの事業連携に関する指針」（令和３年３月、公正取引委員会・経済産

業省）を策定したところ。この指針にのっとり、新たに、下請代金法の適用対象となら

ない大企業とスタートアップとの取引について、5,000 件程度の書面調査を実施する。 

 調査の結果、 

- 秘密保持契約を締結しないままでの営業秘密の開示の要請 

- 秘密保持契約に違反して、スタートアップの営業秘密を活用した競合商品・役務の販

売 

- 共同研究の成果に基づく知的財産権を大企業のみへ帰属させる契約の締結の要請 

をはじめとする「優越的地位の濫用」が疑われる事案については、立入調査を行うとと

もに、関係事業者が自主的な検証・改善に取り組めるよう、具体的な懸念事項を明示し

た文書を送付する。 
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８．パートナーシップ構築宣言の拡大・実効性強化 

（１）宣言企業の取組の見える化【中小企業庁】 

 宣言企業については、全社に書面調査を実施し、宣言内容の実行状況をフォローアップ

する。取組の好事例については、これを周知していく。 

 

（２）宣言企業の申請に対する補助金における加点【経済産業省等】 

 現在、事業再構築補助金、先進的省エネルギー投資促進支援事業など５つの補助金につ

いては、それらへの申請に際し、パートナーシップ構築宣言を行っている企業に対して

の加点措置を実施しているが、その対象範囲を全省庁の補助金に拡大することを検討す

る。 

 

（３）コーポレートガバナンスに関するガイドラインへの位置付け【経済産業省】 

 実効的なコーポレートガバナンスの実現に資する具体的な取組を取りまとめている「コ

ーポレート・ガバナンス・システムに関する実務指針」（平成 30 年９月、経済産業省）

において、パートナーシップ構築宣言が望ましい取組であることを示す。 

 

 

９．関係機関の体制強化 

 優越的地位の濫用に関する執行を強化するため、公正取引委員会に「優越的地位濫用未

然防止対策調査室」を新たに設置するとともに、体制強化を図る。【公正取引委員会】 

 下請取引の監督を強化するため、現在120名の下請Ｇメンの体制を来年度から倍増させ、

年間１万社以上の中小企業の現場の声を聴取する。【中小企業庁】 

 賃金引上げなど労働条件向上に向け、労働基準監督署に労働条件向上相談窓口（仮称）

を設置するとともに、体制強化を図る。【厚生労働省】 

 

 

10．今後の検討課題 

（１）「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」の改正【公正取引委員会】 

 近年、各種のデジタル技術、デジタル関連サービス等の発達を背景に、さまざまな事業

分野において寡占化が進む中、垂直的な取引の適正化について、より正面から取り組ん

でいくため、「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（平成 22 年 11 月、公

正取引委員会）の策定以来の運用実績や、近年の諸外国における「買いたたき」等に対

する考え方も参考にし、「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」の改正を

検討する。 
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前文

第四の柱は、コロナ禍における原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰等に直面する生活困窮
者等への支援である。低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金の支給や、新型
コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金のコロナ禍における原油価格・物価高騰に対応する
新たな枠の創設による地域の実情に応じたきめ細かな生活困窮者対策の実施など真に生活に困って
いる方々への支援措置を強化するとともに、緊急小口資金等の特例貸付、新型コロナウイルス感染
症生活困窮者自立支援金及び住居確保給付金の特例措置の申請期限の延長を行う。また、孤独・孤
立対策や困窮者支援に取り組むＮＰＯ等の支援を行うとともに、学校給食費等の保護者負担の軽減
促進等を図る。

Ⅳ．コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援

１．生活困窮者等支援

● 真に生活に困っている方々への支援措置の強化（厚生労働省、内閣府）
 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（児童一人当たり一律５万円）を
プッシュ型で給付する。

 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金について、家計急変により受給資格があるにもか
かわらず、申請がないことにより受給できていない世帯に対して、令和４年度課税情報を活用
したプッシュ型給付を行う形での運用改善を図る。

 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の求職活動要件を緩和する。
 あわせて、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価高騰等に直面する生活困窮
者について、地域の実情に応じ、きめ細かに対策を実施できるよう、新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金を拡充・活用し、必要な支援を迅速に行う。

コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」（抜粋）
令和４年４月26日

原油価格・物価高騰等に関する関係閣僚会議



● 学校給食等の負担軽減等（内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省）
 地域の実情に応じ、これまで通りの栄養バランスや量を保った学校給食等が実施
されるよう、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を拡充・活用し、
コロナ禍において物価高騰等に直面する保護者の負担軽減に向けた自治体の取組
を強力に促し、必要な支援を迅速に行うとともに、学校の冷暖房費等について、
今後の状況等も勘案しつつ、地方交付税等により必要な支援の取組を進める。

３．地方公共団体の実施する対策への支援

● 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（内閣府）
 地方公共団体が、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰
の影響を受けた生活者や事業者の負担の軽減を、地域の実情に応じ、きめ細やか
に実施できるよう、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を拡充し、
「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」を創設する。これにより、地方
公共団体が実施する、生活に困窮する方々の生活支援や、学校給食費等の負担軽
減など子育て世帯の支援、また、農林水産業者や運輸・交通分野をはじめとする
中小企業者等の支援といった取組をしっかりと後押しする。

コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」（抜粋）コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」（抜粋）



○予算額：１兆円（コロナ予備費0.8兆円＋既定予算0.2兆円）

○交付対象：都道府県及び市町村

○対象事業：

○算定方法：人口や感染状況等を基礎として算定

※１兆円のうち0.8兆円を先行して交付

（生活支援）

コロナ禍において原油価格や物価高騰に直面する

生活困窮者等生活者の負担軽減に資する支援事業

【取組例】
・ 生活に困窮する方々の生活支援
（住民税非課税世帯等への臨時特別給付金の横出し支援）

・ 学校給食費等の負担軽減
・ 子育て世帯の支援
（子育て世帯生活支援特別給付金への上乗せ）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
(コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分)の創設

地方公共団体が、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰の影響を受けた生
活者や事業者の負担の軽減を、地域の実情に応じ、きめ細やかに実施できるよう、新型コロナウイルス
感染症対応地方創生臨時交付金を拡充し、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」を創設する。

（産業支援）

コロナ禍において原油価格や物価高騰による影響

を受ける事業者の負担軽減に資する支援事業

【取組例】
・ 農林水産業者や運輸・交通分野をはじめとする
中小企業者等の支援
（事業者に対する燃料費高騰の負担軽減・経営支援）



◆ 事業継続等

・ 事業者に対する燃料費高騰の負担軽減（価格を転嫁する場

合の影響緩和を含む）

・ 事業者に対する電気・ガス料金を含む公共料金補助

・ 仕入価格上昇等により収益が減少した事業者に対する経営支援

・ テナントに対する家賃などの固定費支援

・ 中小企業等の資金調達コストの低減（利子補給、信用保証

料補助等）

・ 再生可能エネルギーの導入に向けた支援

（農林水産）

・ 漁業者、農林業者に対する経営支援

・ 漁業者、施設園芸農家、木材加工事業者の省エネ機器の導入支援

（運輸・交通）

・ 鉄道・バス・タクシー・旅客船・航空など地域公共交通の経営支援

・ 地域の物流の維持に向けた経営支援

（観光）

・ 宿泊事業者・旅行業者・観光関連産業に対する経営支援

・ 観光バス利用促進等の観光バス事業者に対する経営支援

（生活衛生）

・ 飲食業、理・美容業、クリーニング業、ホテル・旅館業などの事業者に対

する経営支援

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分）
の活用が可能な事業（例）

総合緊急対策（令和４年４月26日原油価格・物価高騰等に関する関係閣僚会議）において、地方創生臨時交付金のうち「コロナ
禍における原油価格・物価高騰対応分」により「地方公共団体が実施する、生活に困窮する方々の生活支援や、学校給食費等の負担
軽減など子育て世帯の支援、また、農林水産業者や運輸・交通分野をはじめとする中小企業者等の支援といった取組をしっかりと後押し
する。」とされており、コロナ禍において原油価格・物価高騰に直面する生活者や事業者に対して、自治体が実施する事業（各府省のコロ
ナ関連の制度に対する上乗せや横出しを含む）に幅広く活用することが可能です。
本表は、コロナ禍において原油価格・物価高騰に直面する生活者や事業者の支援を主たる目的とする活用可能な事業の一部をまとめ
たものであり、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」の交付対象は本表記載の事業に限りません。各自治体の判断により、地域
の実情に応じて必要な取組を行ってください。

事業者支援に関する事業生活者支援に関する事業

◆ 雇用維持・雇用機会の確保、困窮者支援等

・ ひとり親家庭をはじめとした子育て世帯、家計急変学生・生徒、

に対する給付金の支給

・ 生活困窮者や低所得者に対する給付金の支給

・ 生活者に対する電気・ガス料金を含む公共料金の負担軽減

・ 住まい確保困窮者に対する支援

・ 住宅ローンの返済猶予に関する金融機関に対する支援

・ 失業者・内定取消者・派遣労働者・学生等に対する支援

・ 在留外国人労働者等に対する就労支援

・ 障がい者、保護観察対象者等に対する就労支援

・ 特別支援学校の舎食費の利用料の負担軽減

・ 学校給食等の負担軽減など子育て世帯に対する支援

・ 公立大学・専修学校の授業料等減免に係る支援

・ 私立高校授業料の実質無償化の対象外生徒に対する授業料

軽減に係る支援

・ 地域経済の活性化と生活者支援を目的としたプレミアム商品券

の発行

R4/4/28時点



働きかけ 要 請

独占禁止法違反の疑いがある場合は公正取引委員会へ通知

国交省ＨＰ：意見等の募集窓口

働きかけにおける違反原因行為の割合

勧告・公表

荷主に対する法的措置

・ 制度改正について荷主・運送事業者向けに関係省庁連名で周知。

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

・ 国交省ＨＰにおいて意見等の募集窓口を設置。

貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけ等

10

48.6%

13.5%

13.5%

12.2%

9.5%

2.7%
長時間の荷待ち

過積載

依頼になかった附帯業務

拘束時間超過

無理な配送依頼

異常気象

-
テキストボックス
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令和４年９月１３日 

自 動 車 局 貨 物 課 
 

「「ホワイト物流」推進運動セミナー」を開催します！ 

～物流生産性向上に向け荷主企業が推進する取組とは～ 

 
 

 

 
 
 

このセミナーでは「ホワイト物流」推進運動に取り組まれている事業者の方から、各種取組事

例についてご紹介します。物流改革の重要な役割を担う荷主企業向けに、物流改革に向けた荷主

の役割・期待について、取組内容や事例を含めてノウハウを提供することで「ホワイト物流」

推進運動への賛同や自主行動宣言への提出につなげていただきたいと思います。 
 

 
●「ホワイト物流」推進運動とは？ 

国土交通省では、トラック運転者不足に対応し、我が国の国民生活や産業活動に必要な物流機能を安定

的に確保するとともに、我が国経済のさらなる成長に寄与するため、 

① トラック輸送の生産性の向上・物流の効率化 

② 女性や高年齢層を含む多様な人材が活躍できる働きやすい労働環境の実現 

に取り組む、「ホワイト物流」推進運動を、関係省庁等と連携して推進しているところです。 

 

また「ホワイト物流」推進運動は、その取組が持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）につながるなど、取組

企業に対する顧客や投資家等の信頼向上やその企業で働く職員の士気の向上等が期待されるところです。 
 

 

【セミナーの概要】 

１． 開催日程・セミナープログラム 
 
１０月から３月にかけて全６回をオンラインセミナーにて開催します。 
 

   第１回：１０月２０日（木）１３：００～１４：５０ 
 

・「ホワイト物流」推進運動の紹介（動画） 
 

・持続可能な物流に向けた働き方改革 ～時間外労働規制の見直しへ適切な対応を～ 

講師：国土交通省自動車局貨物課   
 

・物流 DX事例の紹介 ～基盤整備の 1つの形として、物流 DX事例のご紹介～  

講師：株式会社富士通総研 
 
・「持続可能な加工食品物流」を目指して 

講師：味の素株式会社 
 

 

         

国土交通省では、「ホワイト物流」推進運動の更なる推進のため、「「ホワイト物流」推進運動

セミナー」を開催します。 

オンラインセミナーのため、どこからでもお気軽にご参加いただけます！ 

全
講
演
共
通 

-
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第２回：１１月２９日（火）１３：００～１５：２０ 

・中継輸送拠点「コネクトエリア浜松」利用による働き方改革 

講師：遠州トラック株式会社 
 
・当組合が取組んだ「物流改革」について 

講師：つばさトラック事業協同組合 

 

第３回：１２月６日（火）１３：００～１５：２０ 

・「持続可能な加工食品物流」を目指して 

           講師：味の素株式会社 
 
・ご講演企業調整中 

 

第４回：１月２４日（火）１３：００～１５：２０ 

・調整中 

         講師：一般財団法人ビジネス機械・情報システム産業協会 
 

・ご講演企業調整中 

 

第５回：２月１７日（金）１３：００～１５：２０ 

・加工食品分野の持続可能な物流の構築に向けて 

         講師：三菱食品株式会社 
 

・ご講演企業調整中 

 

第６回：３月７日（火）１３：００～１５：２０ 

・冷凍・常温食品の物流改善の取り組みについて  

         講師：株式会社フードレック 
 
・ご講演企業調整中 

 

２．参加申込み及び開催日・会場等の確認 

セミナーは事前申込制で参加無料です。申し込みは「「ホワイト物流」推進運動セミナー

参加申し込みフォーム」からオンラインで行うことができます。 

 

・セミナー参加申込みフォーム  https://white-logistics-movement.jp/archives/join_220905/ 

・「ホワイト物流」推進運動ポータルサイト https://white-logistics-movement.jp/ 

※セミナーの運営は委託事業として株式会社富士通総研に委託しています。 

 

【連絡先】 

自動車局貨物課 吉住、松浦 
代表 03-5253-8111（内線 41322） 
直通 03-5253-8575 F A X 03-5253-1637 

 

https://white-logistics-movement.jp/archives/join_220905/
https://white-logistics-movement.jp/


  

 

 
 

令和４年 12 月 16 日 

自動車局総務課企画室 
 

自動車運送事業者のための「働きやすい職場認証制度」申請受付を開始 

～今後認証取得によるインセンティブも強化する予定です～ 
 
自動車運送事業者による働き方改革の取組（職場環境の改善努力）を「見える化」した「働

きやすい職場認証制度」について、本日（12 月 16 日）から「一つ星」継続・「二つ星」新規の

申請受付を開始します。また、来年１月 16 日より、「一つ星」新規についても追加申請を受け

付けます。なお、認証取得によるインセンティブも強化する予定であり、取得の更なる促進を

図ってまいります。 
 

１．概要 

国土交通省では、自動車運送事業（トラック・バス・タクシー事業）の運転者不足に対応する

ための総合的な取組の一環として、令和２年度に「働きやすい職場認証制度」を創設し、今年度

より、新たに「二つ星」を導入したところです。 

本制度を通じ、職場環境改善に向けた各事業者の取組を「見える化」 することで、求職者のイ

メージ刷新を図り、運転者への就職を促します。併せて、更なる改善の取組を促すことで、より

働きやすい労働環境の実現や安定的な人材の確保が期待できます。 

本日より、「一つ星」を既に取得している事業者を対象に、「二つ星」申請及び「一つ星」継続

申請の受付を行います。また、認証を取得していない事業者のための「一つ星」新規申請につい

ても、来年１月 16 日から追加で申請を受け付けます。なお、認証取得によるインセンティブも強

化する予定であり、認証取得の一層の促進、更なる本制度の普及により自動車運送事業者の働き

方改革を推進してまいります。 

  

２．詳細 

（１）対象 

自動車運送事業者（トラック事業者、バス事業者（乗合、貸切）、タクシー事業者） 

  

（２）審査要件 

①法令遵守等、②労働時間・休日、③心身の健康、④安心・安定、⑤多様な人材の確保・育成、 

⑥自主性・先進性等 

の６分野について、基本的な取組要件を満たせば、認証を取得可能。 

※⑥は「二つ星」のみ。「一つ星」では参考点として点数化。 

  

（３）認証手続き 

国土交通省の指定を受けた一般財団法人日本海事協会（ClassNK）が認証実施団体として申請受

付、審査及び認証手続きを実施。 

-
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（４）料金 

審査料： 55,000 円（税込）／１申請あたり 

※インターネットによる電子申請の場合、33,000 円（税込）に割引。 

 電子申請による「一つ星」の継続申請の場合、16,500 円（税込）に割引。 

登録料： 66,000 円（税込）／１申請あたり 

  

（５）認証取得によるインセンティブ（今後の予定を含む。） 

別添２のとおり。 

 

３．スケジュール（予定） 

【「二つ星」新規・「一つ星」継続認証】 

（１）申請受付期間：令和４年 12月 16 日～令和５年２月 15 日 

（２）認証事業者の公表：令和５年６月以降順次 

 

【「一つ星」新規認証（追加申請受付分）】 

（１）申請受付期間：令和５年１月 16日～２月 15 日 

（２）認証事業者の公表：令和５年６月以降順次 

※令和４年９月 16日～11 月 15 日の申請受付分については、令和５年３月以降順次、認証事業者

を公表します。 

 

＜参考＞ 

（１）自動車運送事業のための「働きやすい職場認証制度」の概要（別添１） 

（２）「働きやすい職場認証制度」認証取得によるインセンティブ（別添２） 

（３）一般財団法人日本海事協会 プレスリリース 

①働きやすい職場認証制度の「二つ星」新規・「一つ星」継続の申請受付を開始 

https://www.classnk.or.jp/hp/ja/hp_news.aspx?type=press_release&id=9042&lang=JP&layout=1 

②働きやすい職場認証制度の新規「一つ星」の追加申請を期間限定で受付 

https://www.classnk.or.jp/hp/ja/hp_news.aspx?type=press_release&id=9043&lang=JP&layout=1 

（４）国土交通省自動車局「働きやすい職場認証制度」紹介ホームページ 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk1_000025.html 

（５）一般財団法人日本海事協会「働きやすい職場認証制度」ホームページ 

https://www.untenshashokuba.jp/ 

 

以 上 

  

 

 

 

【お問い合わせ先】 

自動車局総務課企画室 福田 

代表 03-5253-8111 （内線 41162） 

直通 03-5253-8564  FAX  03-5253-1636 



（正式名称：「運転者職場環境良好度認証制度」）

認証実施団体の「一般財団法人日本海事協会（Ｃｌａｓｓ
NK）」が受付、審査及び認証手続きを実施。

※ 書類確認、審査委員会による審査の上、認証を実施
※ 関係書類の保存義務、無作為抽出での事後確認あり
※ 審査料： 55,000円（税込）／１申請あたり

（インターネットによる電子申請の場合、33,000円（税込）に割引。
電子申請による「一つ星」の継続申請の場合、16,500円（税込）に割引。）

※ 登録料： 66,000円 （税込）／１申請あたり

評価制度の創設により、職場環境改善に向けた各事業者の取組を「見える化」。
求職者のイメージ刷新を図り、運転者への就職を促す。また、更なる改善取組を促すことで、より働きやすい労働環境の実現
や安定的な人材の確保を図る。
認証を取得した事業者のより高い水準への移行を促すため、これまでの「一つ星」に加えて令和４年度から新たに「二つ星」
の申請を受け付ける。

中小事業者による申請を容易にし、取組の円滑な
浸透、普及を図る観点から、
① 法令遵守等
② 労働時間・休日
③ 心身の健康
④ 安心・安定
⑤ 多様な人材の確保・育成
⑥ 自主性・先進性等
の６分野について、基本的な取組要件を満たせば、
認証を取得可能。
※⑥は「二つ星」のみ。「一つ星」では参考点として点数化。

トラック事業者 ２,３１９社

バス（貸切・乗合）事業者 ２１９社

タクシー事業者 ７４０社

合 計 ３,２７８社

「一つ星」継続・「二つ星」新規の受付期間：令和４年12月16日～令和５年２月15日
「一つ星」新規（追加募集）の受付期間 ：令和５年１月16日～２月15日
認証事業者の公表（上記受付期間分） ：令和５年６月以降順次
※令和４年９月16日～11月15日の「一つ星」新規申請受付分については、令和５年３月以降順次、認証事業者を公表。

厚生労働省と連携し、ハローワークにおける求人票への認証マークの
表示や、認証事業者と求職者のマッチング支援を実施。

求人エージェント等の認定推進機関の協力を得て、「求人サイトに認証
事業者の特集ページの掲載」、「設備改修工事の料金割引」等も実施中。

令和４年度第２次補正予算による補助金における認証事業者の優遇等
の措置や、 「二つ星」・「三つ星」の認証事業者のうち対面での審査を
行った営業所については、長期間、監査を実施していないことを端緒と
した監査の対象から除外することができる規定の整備も実施予定。

自動車運送事業のための 「働きやすい職場認証制度」 の概要

＜認証マーク＞

１．認証の審査要件

２．申請方法
５．認証取得によるインセンティブ （詳細は別添２参照）

４．スケジュール （予定）

３．「一つ星」認証事業者数 令和４年12月16日現在

一つ星 二つ星

別添１



「働きやすい職場認証制度」 認証取得によるインセンティブ

１．ハローワーク（厚生労働省）

２．求人サイト等（認定推進機関*）

４．R4年度２次補正の補助金（国土交通省）

バス・タクシー関係
二種免許取得支援
本認証制度取得事業者を優遇（詳細は今後検討）

バス・タクシー関係
二種免許取得支援
本認証制度取得事業者を優遇（詳細は今後検討）

＊：働きやすい職場認証制度の周知広報、助言指導その他の必要な業務を実施する
機関。認証実施団体の日本海事協会が国土交通省と協議の上、認定。

今後実施予定のインセンティブ現在実施しているインセンティブ

求人票へ認証マークを表示し、働きやすい職場であること
を求職者へ見える化
ハローワークインターネットサービスにおいて、「働きやすい
職場認証制度」と検索することによる認証事業者の求人
検索
認証事業所が取り組んでいる働き方改革の取組等を
求職者にわかりやすく発信するための求人票作成支援 等

求人サイト
求人サイト上で本認証取得事業者の特集ページを掲載
本認証取得事業者に絞った検索への対応
特別価格による求人掲載

損害保険
労災上乗せ保険の保険料の割引

設備改修工事
水廻り関連改修や設備改修工事の料金割引

等

３．監査（国土交通省）

「二つ星」・「三つ星」の認証事業者のうち対面による
審査を行った営業所については、長期間、監査を実施
していないことを端緒とした監査の対象から除外することが
できる規定を整備

トラック関係
テールゲートリフター導入支援
申請件数が予算額を超えて抽選を実施する場合、
本認証制度取得事業者等を優遇（詳細は今後検討）

予約受付システム等支援及び大型等免許取得
支援
本認証制度取得事業者等が申請対象（詳細は今後検討）

令和４年12月時点

※今後、更に追加予定

別添２



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中継輸送の普及・実用化に向けた取組みについて

-
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時間外労働規制の見直し

1



中継輸送とは

時間外労働規制の適用等によるドライバー不足（2024年問題）を見据え、中継輸送の普及・実用化を推進。

国土交通省「中継輸送の実施に当たって（実施の手引）」

■輸送方式

○トレーラー・トラクター方式（ヘッド交換方式）
・中継拠点でトラクターの交換をする方式。

・牽引免許を持っている運転者同士で行う事が必要だが、貨物積替
方式に比べて短時間の作業で済む。

○貨物積替え方式
・中継拠点で貨物を積み替える方式。中継拠点での積替作業が必要
となる。
・貨物の積替ではなく、荷台を交換する場合もある。

○ドライバー交替方式
中継拠点でトライバーが交替する方式。

中継輸送
ドライバーの拘束時間短縮を目的として、１つの輸送行程を複数のドライバーで分担し
貨物を輸送する輸送形態。

例） 中継拠点

1泊2日運行
（車中泊）

片道約300km
日帰り運行可

片道約300km
日帰り運行可

大阪の拠点など 東京の拠点など

片道
約600km

大阪の拠点など 東京の拠点など

名古屋など

2



中継輸送拠点・中継輸送実証実験

〇スマートICが設置された新東名・浜松SAに隣接
する中継物流拠点をNEXCO中日本と民間事業者
が共同で整備。（H30年9月～事業開始）

コネクトエリア浜松（静岡県）

8 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ ・ 9

浜松SA
スマートIC(下)

浜松SA
スマートIC(上)

浜松SA(下)

CA浜松

名古屋方面

浜松SA(上)

東京方面

浜松SA(下)

出入口

【全 景】

【駐車場詳細】

20m
75m

予

備

8 ・ ・ ・ ・ ・ 114 ・ ・ ・ 9

15 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 30
一

時

退

避

場

所

バースNo.9~14
全長：26m

バースNo.1~8,15~30
全長：20m

（出典）NEXCO中日本

【位置図】

【ヘッド交換方式】
枝幸町

片道
約200km

札幌市

片道
約100km

〇関西-九州間の中継輸送拠点ニーズ把握・効果検証のため、
両地域の中間に位置する宮島SAにおいて中継輸送の実証実験
を実施。（R4年2月～3月）

山陽自動車道 宮島SA（広島県） 道の駅もち米の里☆なよろ（北海道）

○幹線道路（国道40号）沿いに立地し、大型の駐車スペースや
休憩機能等を有する「道の駅」を拠点とした実証実験を実施。

（R3年11月、R4年11月）

近畿

宮島SA

【ドライバー交替方式】片道
約300km

片道
約300km

九州

3



0 10 20

中継

輸送

単独

輸送

関西⇒九州⇒関西

関西⇒宮島SA⇒関西

山陽自動車道 宮島SA（広島県）での実験（R4.2～R4.3）

トラックドライバー
・日帰りが可能となり、車中泊の負担が軽減された。
・ぜひ導入してほしい。
・中継待ち合わせ時間のロス短縮が課題。

0 10 20

中継

輸送

単独

輸送
15時間 15時間

7時間 9時間

九州⇒宮島SA⇒九州

九州⇒関西⇒九州

ドライバーが交替する

関
西
方
面
（
大
阪
・
兵
庫
）

中継拠点・宮島SA中継輸送

通常輸送 日帰り困難

日帰りが
可能に 日帰りが

可能に

日帰り困難

九
州
方
面
（
福
岡
）

運送事業者
・日帰りが可能になる。
・IC周辺に駐車施設やドッキング場を整備してほしい。

概要

結果と参加企業・ドライバーの声

ドライバーの
拘束時間削減

トラックドライバー
一般車両と分離した動線や専用の駐車スペース、トレーラーや
ヘッドの一時保管スペースがあるとよい。

道の駅「なよろ」(北海道)での実験（R3.11）

運送事業者
働き方改革のため中継輸送は必要不可欠。安定的なサービスの
提供のため各地域にある道の駅を活用した輸送方法は今後極め
て重要になると思う。

0 5 10 15

中継

輸送

単独

輸送

0 5 10 15

中継

輸送

単独

輸送
13.5時間 13.5時間

8.5時間 7.5時間

札幌⇒名寄⇒札幌 枝幸⇒名寄⇒枝幸

札幌⇒枝幸⇒札幌 枝幸⇒札幌⇒枝幸

B.枝幸→札幌→枝幸札幌市

枝幸町札幌市

C.札幌→名寄→札幌 D.枝幸→名寄→枝幸

A.札幌→枝幸→札幌

ドライバーの
拘束時間削減

概要

結果と参加企業・ドライバーの声

枝幸町

実証実験の結果について

4
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厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

● 長時間の恒常的な荷待ちは、

自動車運転者の長時間労働の要因

となります。

● 物流を支える自動車運転者の健康のためにも

長時間の荷待ちの改善に向けて

ご理解とご協力をお願いします。

● トラック運送事業者とも相談し、

ぜひ前向きに検討をお願いします。

荷主・元請運送事業者の皆さまへ

-
テキストボックス
 参考資料１１




しかし、長時間労働の要因には

昔からの取引慣行など事業主の努力だけでは

見直しが困難なものもあります

このままでは国民生活や経済活動を支える社会インフラの維持が困難！

担い手不足の深刻化や荷待ち時間の非効率の

発生などにより危機的状況との指摘もあります

国民生活や経済活動に不可欠な

社会インフラである「物流」

44.6%

12.4%

12.4%

9.1%

8.3%

2.5%
10.7%

長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

過積載

拘束時間超過

無理な配送依頼

異常気象

その他

国土交通省による「働きかけ」等における

違反原因行為の割合（R4.11.30時点）

他の業種に比べて長時間労働、過労死等の労災支給決定件数が最多！

「働きかけ」の中で

荷主都合による長時間の荷待ちが

約半数を占めています

国土交通省は

違反原因行為※が疑われる荷主に

「働きかけ」等を行っています

※ 貨物自動車運送事業法等の違反の原因となるおそれのある行為

このような状況もあって、改善基準告示※が定められており

道路貨物運送業はこれを遵守しなければなりません

※自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号）
トラック運転者の拘束時間などを定めたもの。

月末１週間の就業時間が60時間以上の雇用者

の割合※（上位業種）
※ 雇用者のうち、休業者を除いた者の総数に占める割合

総務省「労働力調査」をもとに厚生労働省において作成

脳・心臓疾患の支給決定件数（上位業種）

厚生労働省「令和３年度『過労死等の労災補償状況』」より引用

道路貨物運送業の実態

社会インフラである「物流」の現状

5.0%

12.5%

7.6% 7.5%
5.7% 5.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

道路貨物運送業は、

他の業種に比べて

長時間労働の実態にあります

56
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20
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過労死等の労災支給決定件数も

最も多い業種です



構内のリフトマンや
荷受け作業員の作業の平準化

につながりました。おかげで、
ミスも減りました。

発荷主・着荷主・元請運送事業者の皆さまへのお願い

トラック運転者の長時間労働や過労の要因となるため、

長時間の荷待ちを発生させないよう努めましょう。

発注担当者にも改善基準告示を知ってもらい、

トラック運転者が告示を守れる着時刻などを設定しましょう。

また、改善基準告示に違反して安全な運転を確保できない

ような発注を行うことはやめましょう。

トラック運転者に事前通知なく荷役作業を行わせてはいけません。

労働災害防止のため、トラック運転者に荷役作業をお願いする

場合でも、事前によく相談して決めましょう。

注文からお届けまでの
期間に余裕を持たせることで、

安定した物流サービスを
受けることができますね。

改善基準告示の内容は、最寄りの労働基準監督署や

裏面の労働時間管理適正化指導員へお問い合わせください。

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」

荷待ち時間解消のため
出荷順に合わせた荷置きを行ったら
ピッキング作業などが減り、自社の

積込み時間が削減できました。

１ 長時間の恒常的な荷待ちを改善しましょう

２ 改善基準告示を発注担当者へ周知しましょう

３ 事前通知のない荷役作業の依頼はやめましょう

改善した現場の声

取り組み例
・納品時間の指定を柔軟にする

・納品を特定の曜日・時間帯に集中させない

・積込場所を分散し１か所当たりの車両台数を減らす

・パレットを用いるなどで荷役作業の時間を短縮する

・注文からお届けまでの期間に余裕をもたせる

「荷主と運送事業者の協力による取引環境と
長時間労働の改善に向けたガイドライン」
（厚生労働省・国土交通省・公益社団法人

全日本トラック協会（2019/08）

荷待ち車両がいなくなって、
敷地が有効活用できるようになり、

近隣住民の方からの苦情も
なくなりました。



荷待ち時間の見直しに当たっては、
都道府県労働局労働基準部監督課の「労働時間管理適正化指導員」にご相談ください。
ご希望があれば、個別に訪問して、取組事例やメリットなどをご説明いたします。

大きい会社のことかな。

うちは小さいから関係

ないはずね。

当社は商品を受け取る

だけなので

関係ないですね。

いえいえ。

荷主というのは、

荷物の出し手である発荷主だけではなく、

荷物の受け取り手である着荷主も該当します。

また、会社の規模なども関係ありません。

皆さんの行動も、トラックドライバーの方の

長時間労働の削減のためにとても大切です。

労働局 電話番号 労働局 電話番号 労働局 電話番号

北海道 011-709-2057 石川 076-265-4423 岡山 086-225-2015

青森 017-734-4112 福井 0776-22-2652 広島 082-221-9242

岩手 019-604-3006 山梨 055-225-2853 山口 083-995-0370

宮城 022-299-8838 長野 026-223-0553 徳島 088-652-9163

秋田 018-862-6682 岐阜 058-245-8102 香川 087-811-8918

山形 023-624-8222 静岡 054-254-6352 愛媛 089-935-5203

福島 024-536-4602 愛知 052-972-0253 高知 088-885-6022

茨城 029-224-6214 三重 059-226-2106 福岡 092-411-4862

栃木 028-634-9115 滋賀 077-522-6649 佐賀 0952-32-7169

群馬 027-896-4735 京都 075-241-3214 長崎 095-801-0030

埼玉 048-600-6204 大阪 06-6949-6490 熊本 096-355-3181

千葉 043-221-2304 兵庫 078-367-9151 大分 097-536-3212

東京 03-3512-1612 奈良 0742-32-0204 宮崎 0985-38-8834

神奈川 045-211-7351 和歌山 073-488-1150 鹿児島 099-223-8277

新潟 025-288-3503 鳥取 0857-29-1703 沖縄 098-868-4303

富山 076-432-2730 島根 0852-31-1156
（2022.12）

荷物の受け取り先 中小企業

お問い合わせ

「荷主」って誰のこと？
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